
3自部工業・業第 32号 

２０２１年５月 1８日  

 

会員企業代表者 各位 

一般社団法人日本自動車部品工業会 

コンプライアンスWG 森近 正彦 

 

役員、管理職に必要なコンプライアンスに関する講演会のご案内 

 

平素は、当工業会の事業につきまして、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、企業の役員・管理職として、「コンプライアンス」という言葉を聞かない日はなく、その重要性は皆様もご理解

頂いていることと存じます。しかし、同時に、「コンプライアンス疲れ」などという言葉も出始めている通り、ややマンネリ化

してきているのも実情かと存じます。 

近年、ESG、SDGs という概念に基づいた新たな経営推進の動きが生じている中、企業役員・管理職は、コンプ

ライアンスの本質を今一度見つめ直すことが非常に重要です。本講演では、「コンダクトリスク」や「スリーライン・モデ

ル」といった近年の新しい考え方にも触れながら、コンプライアンスに関連する要点や、ガバナンス・内部統制などの重

要概念との関係について解説致します。 

役員の皆様や法務部門に限らない幅広い部門の管理職の皆様にご聴講頂き、日々の業務の参考として頂けれ

ばと考えておりますので、是非ご参加頂きたくお願い申し上げます。 

参加をご希望の方は、６月１５日（火）までに、下記申込フォームよりお申し込み下さい。 

 

記 

１．開催日時/方式 

   開 催 日 時 ：2021年 6月 22日（火）15：00～16：00  (受付開始時刻：14：50～)  

   セミナー方法 ：Zoom ウェビナー （Web セミナー ライブ配信） 

 

２．演題/講師  〔演題〕 改めてコンプライアンスの本質を考える 

〔講師〕 のぞみ総合法律事務所  弁護士 結城大輔 様 

 

３．対象   会員企業の役員・管理職 ※法務部署以外の方も歓迎 

 

４．申込先  https://www.japia.or.jp/kouenkai_compliance1/ 

     ※ 6月 21日(月)までに参加申込者に参加 URL を送付予定 

 

 

問合せ先： （一社）日本自動車部品工業会 業務部 加藤、山田 

  TEL：03-3445-4212 / kato-yosuke@japia.or.jp yamada@japia.or.jp  

以上  
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講演会 概要 
 

一般社団法人日本自動車部品工業会 

１． 講演（15：00～15：50） 

                                                          

・テーマ：改めてコンプライアンスの本質を考える 

＜講演で触れる内容（予定）＞ 

• 不正はなぜ起こるか、なぜ非難されるのか 

• コンプライアンスは「法令遵守」ではない 

• ESG・SDGs時代のコンプライアンスとは 

• 「コンダクトリスク」という考え方 

• 「Tone at the Top」「Tone in the Middle」 

• 概念整理：コンプライアンス、ガバナンス、内部統制、リスクマネジメント 

• 内部告発の時代の内部通報システム、公益通報者保護法改正 

• 「スリーライン・ディフェンス」改め「スリーライン・モデル」 

 

・講 師：のぞみ総合法律事務所 弁護士 結城大輔 氏 

              弁護士・ニューヨーク州弁護士・公認不正検査士 

            のぞみ総合法律事務所パートナー 

＜講師略歴＞ 

1996年東京大学法学部卒業、1998年弁護士登録、のぞみ総合法律事務所入所。 

2000～2002年日本銀行、2008～2009年韓国ソウルの法律事務所、 

2010～2013年米国ロサンゼルス・ニューヨークの法律事務所に出向。 

2010年米国 University of Southern California（LL.M.）修了、 

2012年ニューヨーク州弁護士登録。 

2016年日本公認不正検査士協会理事就任。 

2015年リーガル・リスクマネジメント研究機構（“LR”）設立、2019年から代表理事。 

2019～2020年国際法曹協会（IBA）贈賄防止委員会アジア地域代表委員、 

2021~2022年同委員会コンプライアンス小委員会副委員長。 

 

＜専門＞ 

企業コンプライアンス、不祥事対応、危機管理、不正調査（調査委員会等）、内部通報・公益

通報対応、米国訴訟・FCPA・カルテル捜査等への対応等に関する案件を多く扱う。 

 

２．質疑応答  （15：50～16：00）                                                        

  

以上 


